
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
★財政力指数：類似団体平均を上回る結果となっているが、これは工業専用の人工島を有し、かつ総面積が他
　団体と比較し、狭小であることなどの特殊要因によると考えられる。ただし、主要税目である固定資産税の減
　収等により平成７年度をピークに毎年低下している。
★経常収支比率 ： 類似団体平均を下回っているが、分子の扶助費や繰出金が増加する一方で、分母に含まれ
　る町税や地方交付税収入が減少するなど比率は年々悪化している。人件費削減や行財政改革への取組みを
　通じて義務的経費の削減に努め、今後の上昇傾向の抑制に努める。
★起債制限比率 ： 類似団体平均と同率であるが、今後も将来の借金返済（公債費）を見据えた適切な地方債
　（借金）管理を行うことにより、現行の水準を維持する。
★人口１人当たり地方債残高：昭和の人口急増時に借入れた教育施設関係の返済がほぼ終了するとともに、そ
　の他の都市基盤施設の整備も一段落した中で、今後の残高推移は減少が見込まれる。ただし、近年の減税や
　地方交付税不足を補うための借入や、公共施設の更新、少子高齢化などの新たな行政需要に係る借入見込に
　対して、今後も中長期の収支見込等を考慮しながら適切な財政運営に努める。
★ラスパイレス指数 ： 類似団体を上回っているが、賃金水準が上位にある阪神間への通勤者のベッドタウンで
　ある状況などから現状を容認しがちであるが、平成１８年度からの新給与制度のもと定員管理の適正化ともあ
　わせ上昇を抑制し、現行水準維持に努める。
★人口１０００人当たり職員数：全国・県下・類似団体と比較し低位にはあるが、指定管理者制度の積極的な導入
　など事務事業の整理合理化と意思決定の円滑な組織改編を推進し、全国的にも小さな経営規模である特徴点
　に見合った定数管理を行う必要があると考えている。この事に立脚した定員適正化計画により、職員総員数を
　平成17年度の195人から平成21年度で171人以下とする数値目標達成に努める。


